座間市技能労務職員の

給与等の見直しに向けた取組方針

平成31年1月

１　現　状

　　地方公共団体の技能労務職員等の給与については、同一又は類似民間事業従事者の水準に比べて高いのではないかとの厳しい指摘や批判がなされている現状があります。

　　また、市の人事行政の運営等の状況〔職員の給与等の公表〕においても、類似民間事業従事者との比較などを用いて、内容を住民に対して分かりやすく周知することとされていますが、同一又は類似民間事業従事者や国の技能労務職員との比較においても給与水準が高いことから、これらとの均衡に十分配慮しながら、適正な給与制度の確立と運用が緊急の課題であります。

　　本取組方針は、平成２０年３月の策定以降、職員不補充を基本原則としてきたところですが、この間に技能労務職員の平均年齢は、４１．８歳から５１．４歳と９．６歳高くなり、このことも平均給与月額が高くなる一因と考えられます。
さらに、本市の技能労務職員の給料表は、行政職給料表（7級制）の1級から4級を適用している関係上、国の技能労務職員の給与水準を１００とした場合のラスパイレス指数は、平成２9年度において１１5．9となっており、給与の水準が高いものとなっています。

２　基本的な考え方
　　現下の地方公共団体の状況は、厳しい行財政環境の中で、市民ニーズの高度化と多様化など社会情勢の変化に的確かつ迅速に対応する取り組みが求められており、地方自治の基本原則に基づき、財政運営の健全性に努めるとともに、組織や事務事業の見直しを図りつつ、今まで以上に、住民の理解と納得が得られるよう職員の適正管理、配置に努めていかなければなりません。

　　こうした状況の中、本市においては職員による直営事業と委託が可能な業務を整理しながら対応してきたところですが、技能労務職員の減員と高齢化が進む中、大規模災害への対応や食に係る安全衛生面の職責を担えるリーダーの配置など一定レベルの体制維持も視野に、今後も行政執行上の必要性や定員管理計画との兼ね合いを踏まえた上で人員の配置に努めていきます。

　　また、技能労務職員の給与については、住民の理解と納得を得るために、給料表等の現状分析と課題の抽出を行い、職務の性格や内容を踏まえ、給与の適正化への取組みを推進していく必要があります。

３　具体的な取組み内容
　　技能労務職員の特殊勤務手当については、見直しを行い５手当１０項目のうち３手当８項目を廃止し、平成１８年１０月から２手当２項目（有害毒薬物取扱手当、防災活動手当）について業務に従事した場合のみ支給することに改めたところでありますが、今後は、次のような内容に取り組んでいきます。

　給料表については、職務の性格や内容を踏まえ、国家公務員の行政職給料表（二）並びに類似民間事業従事者、近隣自治体の動向を注視し、給与制度の適正化への取組みを推進していきます。

　また、昇給等については、個々の能力や業績に応じた適切な運用に努めていきます。
４　その他の事項について

　　技能労務職員職場については、平成１８年１２月に策定した「民間活力有効利用指針」に基づき、中長期的な視野に立ち十分検証を行った上、サービス水準の確保やコストの削減を図ることができると見込まれる場合は、行政の責任及び民間と行政の役割分担を明確にしながら、民間への業務委託などの導入判断をしていきます。

▶　資　料
⑴　各職種の人数・平均年齢・平均給与及び民間類似業種のデータ

	区　　　　分
	座間市技能労務職職員
	民　　　　　　　　間
	A/B

	
	職員数
	平均年齢
	平均給与月額（A）
	民間の類似業種
	平均年齢
	平均給与月額（B）
	

	全　　　体
	86
	51.4
	404,895
	　　　　　　
	　　　
	　　　　
	　　

	
	自動車運転手兼環境整備員
	47
	49.6
	455,016
	廃棄物処理業従事者
	45.7
	293,000
	1.55

	
	学校給食調理員
	28
	52.9
	331,413
	調理士
	41.5
	287,900
	1.15

	
	保育所の給食調理員
	9
	54.6
	371,708
	調理士
	41.5
	287,900
	1.29


※　自動車運転手１名及び印刷作業員１名は、個人情報保護の観点から非掲載としています。（全体数には含まれます。）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。（雇用形態について、公務員は常勤職員の平均ですが、賃金構造基本統計調査では、パート労働者、アルバイト等を含みます。）
※　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。

※　「平均給与月額」とは、給料月額に毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など全ての諸手当の額を合計したものです。
※　技能労務職員データは、平成２６年、２７年、２８年の各４月分として支給された額の３ヵ年平均の数値を使用しています。また、民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている平成２６年、２７年、２８年の各６月分として支給された額の３ヵ年平均の数値を使用しています。
※　民間データの平均給与月額のうち、廃棄物処理業従事者は、都道府県単位の額が非公表であるため全国ベース、調理士は、神奈川県ベースで記載しています。

⑵　技能労務職員の年齢別人数
	区　　　　　　分
	20歳未満
	20～23歳
	24～27歳
	28～31歳
	32～35歳
	36～39歳

	全体職員数
	
	
	
	
	
	４

	
	自動車運転手兼環境整備員
	
	
	
	
	
	４

	
	学校給食調理員
	
	
	
	
	
	

	
	保育所の給食調理員
	
	
	
	
	
	

	
	その他の技能労務職員
	
	
	
	
	
	

	

	区　　　　　　分
	40～43歳
	44～47歳
	48～51歳
	52～55歳
	56～59歳
	60歳以上

	全体職員数
	５
	１４
	１５
	３１
	１７
	

	
	自動車運転手兼環境整備員
	４
	１０
	８
	１６
	５
	

	
	学校の給食調理員
	１
	４
	５
	１１
	７
	

	
	保育所の給食調理員
	
	
	２
	３
	４
	

	
	その他の技能労務職員
	
	
	
	１
	１
	


⑶　その他給与に関する事項
　ア　給料表―行政職給料表（7級制）の1級から4級を適用
　イ　技能労務職員に係る特殊勤務手当
　　　１８年度に見直しを行い、３手当８項目を廃止し、次の２手当２項目について、平成１８年１０月から適用しています。
	手　当　の　名　称
	具　体　的　な　内　容
	支給単位・金額

	有害毒薬物取扱手当
	人体に有害なガスの発生を伴う業務又は特に危険性を有する薬品を取扱う業務に従事した職員
	日額　３００円

	防災活動手当
	現に災害が発生し、又は発生が予想される場合に行う防災活動に従事した消防職員以外の職員
	日額　３００円


　ウ　昇格の基準
　　　毎年１月１日の前１年間の勤務成績、勤務評価等に応じ、４号給を標準に昇給を実施しています。
